












































































事前評価調査報告書 

資料４．JICA ミャンマー事務所表敬メモ 

－103－ 

ミャンマー国中央統計局能力強化計画第一次事前評価調査ミャンマー事務所表敬(メモ) 
 
１．日時： 2004 年 11 月 29 日 10:15～10:45 
２．場所： ミャンマー事務所所長室 
３．参加者：ミャンマー事務所：山下次長、正永所員 

調査団：本多団長、角田団員、富澤団員 
４．内容  
・ 10月18日の前首相解任事件以降ミャンマー事務所も同国に対する協力について手探りの状況である。

11月29日からのASEANサミットで小泉首相がどのように発言するかにもかかっている。また、2006
年にミャンマーが ASEAN の議長国になる予定であり、今回のサミットは政治的にも重要である。こ

のような状況の中で、統計分野への協力は政治の動向に関わらず、淡々と進める必要があるが、この

国の政治状況では上の命令が絶対であり、政治の動向に左右される。CSO への協力については、ソ

ー・ター大臣が日本国大使や JICA 事務所長に対しても自分の省の管轄であることからか、国民経済

計算（SNA）の向上の目的からか、強調している。同大臣はミャンマー政権でナンバー２のマン・ウ

ェイ氏の引きで大臣になっているので、当面現職にとどまると思われる。今回のプロジェクトはでき

るだけフレームを小さくして実施していただきたい。今ある枠組み特に機材についてはこれまでに供

与したものを活用して、これが事務的に最低限必要というもののみを実施いただきたい。ミャンマー

側の面子を立てながら、能力的、時間的に実施可能なものを対象としていただきたい。（山下次長） 
・ CSO への協力についてはいろいろな要素があるが、それらをまず考慮の外において、耕作経費（Cost 

of Cultivation）調査とインフォーマル・セクター調査は SNA の算出には必要な基礎データのための

調査であり、目的としては妥当。これらの調査への協力を実際にどう進めるかについては、時間と

CSO の能力、やる気等が影響する方法論の問題である。最終的には CSO 人材への研修、中期的な人

材育成のための持続的・効果的な研修が良いと思われる。(本多団長) 
・ とにかく今回の CSO への協力は小さく始めて、パイロット的に成果が目に見える形で軍事政権上層

部に説明できるものを実施していただきたい。日本での研修は重要であるが、この国では必ずしもプ

ロジェクトで希望するカウンターパートが人選されるわけではないので、例えば CSO 局長であれば、

その人しか人選できないような Qualification をつける必要がある。また、専門家により CSO の CP
に対する研修を OJT の形で実施するのが効果的である。(山下次長) 

・ コンピュータ関係については、CSO 局員のインターネットへのアクセスが自由でないことが障害に

なっている。メールのやりとりで技術的に指導することも可能。一方、CSO で何をやりたいかが今

ひとつわからないので、明らかにする必要あり。また、JICA で供与したコンピュータネットワーク

の他に、UNDP 供与のコンピュータネットワークがあるので、これらの統合が必要と思われる。(角
田団員) 

 
以 上 



事前評価調査報告書 

資料５．日本大使館表敬メモ 

－104－ 

ミャンマー国中央統計局能力強化計画第一次事前評価調査日本大使館表敬(メモ) 
 
１．日時： 2004 年 11 月 29 日 11:00～11:30 
２．場所： 大使執務室 
３．参加者：大使館：小田野大使、小川参事官、桜井書記官 

ミャンマー事務所：正永所員 
調査団：本多団長、角田団員、富澤団員  

４．内容  
・ 冒頭本多団長が団員紹介し、引き続き富澤が対処方針の概要を説明。 
・ 今回の調査の中心は中央統計局(CSO)との協議であるが、国民経済計算(SNA)に関連して計画局

に、インフォーマル・セクター調査の関係で協同組合省とヤンゴン市開発委員会にも訪問する。

協力の２つの柱は３つの統計調査とコンピュータ関係の協力である。自分と角田団員は昨年３

ヶ月間短期専門家として CSO に技術指導した。CSO 局長が Dr. Sein Tin から Mr. Shu Kyein
に代わったので、CSO の体制、取り組み方もはっきりしていないので、今回の調査で確認する

予定。(本多団長) 
・ 中央統計局への協力については次の３点に留意いただきたい。第一にソー・ター大臣は日本か

らの協力を希望しており、自分の省の管轄である中央統計局の統計調査と組織全体の強化への

協力について希望が出されている。第二にミャンマーは経済発展にむけて努力しているが、外

国投資の誘致や国家予算の策定の基本になるものは統計の数字であり、ミャンマーの統計は新

しくないので、(統計作成を)スピードアップする必要がある。一方で統計データの信頼性の問

題があり、一度に解決するのは困難である。スピードと信頼性のいずれを優先させるかを考慮

すべき。第三に（本多団長と角田団員は）短期専門家と本事前評価調査の双方に継続して参加

されており、CSO とも人間関係ができておりうまく進めていただけると思われる。CSO の人

との人間関係は重要である。今回の調査では CSO の新局長や他省庁との関係を作っていただき

たい。(小田野大使) 
・ 統計で一番重要なものは人口センサスであるが、ミャンマーでは 1983 年以降実施していない。

CSO には人口センサス実施の権限がないこと、地方組織を持っていないことが問題である。

CSO にとって人材養成は大きな課題である。CSO の 300 人余りの人員の中で、能力的にこれ

はという人は一桁台しかいない。まずは小さく手がけられるところからこつこつ実施するしか

ない。CSO は中長期の計画・方針をおそらく持っていないのではないか。したがって、今回の

協力で３つの統計調査とコンピュータ関係の支援から切り崩していく必要がある。（本多団長） 
・ 統計分野で協力を要請したのは、この国のトップも統計の整備をすることによって国家の方針

を正しい方向に向けようという意図をもっているということのようである。また、前回専門家

として CSO に協力された方が継続して調査団に参加されているのは好ましい。ミニッツ署名ま

でにいくにはいろいろなやり取りがあると思われるが、ミャンマー側も問題意識をもっている

ので調査を進めていただきたい。(小田野大使) 
・ 最近 CSO がホームページを開設したことは朗報である。今後はホームページの中身を充実させ

て行く必要がある。ミャンマー人は気持ちの上で付き合いやすいが、主張があまり無いようで

ある。（本多団長） 
・ ミャンマー人に対して暖かい気持ちで対応していただけるのはよいことである。ミャンマー人

は要求がましくないことが良い点でもあり欠点でもある。ミャンマーがこのまま発展しないこ

とはこの地域の政情不安定につながるおそれがある。この国の 2003 年の経済成長率は７％と



－105－ 

発表されているが、統計がきちっと整備されると成長率は更に高くでるかもしれないし、低く

出るかもしれない。都市と農村では経済成長率はずいぶん異なる。（小田野大使） 
・ ミャンマーには表経済と地下経済があり、前者の統計は未整備であるが、後者には統計そのも

のが無い。(小川参事官) 
・ 全部の統計整備は無理であるとしても、(いくつかの統計調査の)定点観測を続けることにより、

統計の信頼性を上げることが重要。(小田野大使) 
・ (インフォーマル・セクターについては)ILO が第 15 回労働統計会議でガイドラインを作成して

いるので、定義・概念は整理されている。（本多団長） 
・ 統計整備に関してミャンマー側は問題意識を持っているので、この意識を大切にし、手間はか

かるが、協力を進めていただきたい。(小田野大使) 
 

以 上 



事前評価調査報告書 

資料６．国家計画・経済開発省計画局協議メモ 

－106－ 

ミャンマー国中央統計局能力強化計画第一次事前評価調査 
国家計画・経済開発省計画局協議(メモ) 
 
１．日時： 2004 年 11 月 30 日 10:30～11:10 
２．場所： 国家計画・経済開発省計画局長執務室 
３．参加者：計画局：Ms. Than Nwe(計画局長）、Mr. Kyaw Win (計画局アドバイザー)、 

海外経済関係局(FERD)：Ms. Myo Nwe(FERD 局長)、 
CSO: Mr. Ohn Kyaw、Mr. Aung Myint Than 
ミャンマー事務所：正永所員、Maung Maung Than 所員 
調査団：本多団長、角田団員、富澤団員 

４．内容  
  (1) 国民経済計算について 
・  CSO の統計調査データは国民経済計算(SNA)に非常に役立っている。1999-2000 年の SNA は

township 事務所により民間セクターのデータを収集した他、各省庁からの行政データを利用した。

また、各省庁の許可を得て、14 の農業センターを始め、林業センター、漁業センター等の協力も

得た。ミャンマーでは全製造業の 20％だけが国営であるため民間セクターのデータは重要。また、

純生産高の 70％は農業・畜産品の加工工業である。また、CSO が実施した NMS(旧 ASM)データ

も役に立っている。(Than 局長) 
・ GDP の計算にはいくつかのデータ源が必要であるが、日本でもサービス業のデータ収集について

は苦労している。ミャンマーではどの分野のデータが必要とされているか。(本多団長) 
・ 加工工業のデータが必要である。インフォーマル・セクターに関しては調査データのみを利用して

いる。計画局としての優先分野は民間セクターであり、製造業と建設業のデータが第一優先である。

(Than 局長) 
・ ミャンマーの SNA に関するパンフレットのようなものは今のところ作成していない。（Than 局長） 
・ “Review of Financial, Economic, and Social Condition”は 1998 年版以降刊行されていないのか。

(本多団長) 
・ 1999-2000 年の SNA については、GDP を地域別(region wide)に計算したが、その数字の安定性の

ため同報告書は内部的には作成しているが、外部に公表していない。（Than 局長） 
 

 (2) SNA に関する技術協力について 
・ SNA に関する日本の技術協力としては、これまで計画局の 6 人の局員を日本の集団研修にうけい

れた。（本多団長） 
・ 計画局としては局員に対する SNA93 についての研修を希望している。生産、分配、消費の３つの

SNA 計算方法のうち、ミャンマーでは生産サイドの計算しかしていないので、SNA93 の詳細につ

いて習得したい。（Than 局長） 
・ SNA は 1962 年までは CSO の管轄であったが、それ以降は計画局の管轄となった。それ以降、日

本からの技術協力は（本邦研修以外）受けていない。（Than 局長） 
→ SNA についての具体的な技術協力の要望があれば、JICA ミャンマー事務所に連絡していただ

きたい。(富澤) 
・ SNA93 については、マレーシアでの研修実施が検討されている。 データベースの研修である。(Myo

局長、Than 所員) 
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 (3) その他 
・ CSOの調査（工業調査、家計調査等）においては計画局の地域事務所は実施機関(implement agency)

になっている。計画局には本部に約 400 名、地方には約 3000 名の人員がいる。 
・ 2003年にCSOに供与されたコンピュータの一部が省内ネットワーク構築のために各部署に 1台ず

つ設置されている。(Myo FERD 局長) 
・ 今回の調査でミニッツを締結する場合には早急にドラフトを省の上層部にまわす必要がある。場合

によっては外交委員会にかける必要があるかもしれない。(Myo FERD 局長) 
以 上 



事前評価調査報告書 

資料７．協同組合省協議メモ 

－108－ 

ミャンマー国中央統計局能力強化計画第一次事前評価調査協同組合省協議(メモ) 
 
１．日時： 2004 年 11 月 30 日 14:00～14:40 
２．場所： 協同組合省会議室 
３．参加者：協同組合省：Mr. Tin Win(協同組合局副局長）、Mr. Kyaw Thein (同局課長)、 

Mr. Kyaw Hlaing (同局課長)、Mr. Ko Ko (同局副課長) 
Ms. Tin Swe Aye(Cottage Industry 局課長)、Mr. Htay Aung (同局副課長) 

   CSO: Mr. Aung Myint Than 
ミャンマー事務所：Maung Maung Than 所員 
調査団：本多団長、角田団員、富澤団員 

４．内容  
  (1) Cottage Industry について 
・ Cottage Industry には Cottage Industry 局に登録しているものと協同組合局に登録している中

小企業（SME）的なものの 2 種類がある。(TinWin 副局長) 
・ Cottage Industry 法は任意法規で、Cottage Industry が登録するのを促進するために制定されてい

る。(法律の英文版は後日調査団に提供される予定)（Tin Swe Aye 課長） 
・ JICA は高橋専門家を協同組合省に派遣し、同専門家は Cottage Industry の調査の技術指導をおこ

なった。（Tin Swe Aye 課長） 
・ Cottage Industry は取扱い製品、従業員数等により分類される。Cottage Industry は、(i)3 馬力以

下の機械を使用している業種と(ii)手工芸業種に分けられる。企業リストはすでに作成されているが、

これまで統計目的には使用されていない。（Tin Swe Aye 課長） 
・ インフォーマル・セクターの統計調査をする場合には Cottage Industry のデータは重要である。（本

多団長） 
・ インフォーマル・セクターの現状については、協同組合省では把握していない。ヤンゴン市開発委

員会がある程度のデータを持っているかもしれない。（Kyaw Thein 課長） 
 
 (2) Cooperative Industry 他について 
・ Cooperative Industry は中小企業（SME）レベルのもので 1300 社以上が登録されている。これら

に関する統計データは CSO に送付している。(TinWin 副局長) 
・ 協同組合省のホームページは今年開設したばかりである。(TinWin 副局長) 

 
以 上 



事前評価調査報告書 

資料８．農業灌漑省協議メモ 

－109－ 

ミャンマー国中央統計局能力強化計画第一次事前評価調査農業灌漑省協議(メモ) 
 
１．日時： 2004 年 11 月 30 日 16:00～16:50 
２．場所： 農業灌漑省農業計画局会議室 
３．参加者：農業灌漑省：Mr. Tin Htut Oo(農業計画局長）、Dr. Toe Aung(農業計画局副局長)、 

Mr. Kyi Win(農業計画局副課長)、Mr. Saw Hlaing (開拓土地記録局副課長)、 
   Mr. Kyaw Myint (ミャンマー農業サービス副部長)、 
   Mr. Soe Win Maung (農業計画局副課長) 
CSO: Mr. Aung Myint Than 
ミャンマー事務所：Maung Maung Than 所員 
調査団：本多団長、角田団員、富澤団員 

４．内容  
  (1) 農業灌漑省における統計業務について 
・  農業灌漑省は CSO と緊密な協力関係にある。農業計画局は農業計画と農業統計を担当している。

他国でいえば、Permanent Secretary の役割である省内・省間の調整業務を実施。開拓土地記録局

（SLRD）は作物・季節報告書(Season of crops report)を毎年作成し、気候と作物の状況を報告し

ている。また、他の部局はそれぞれ独自の作物についての報告書を作成。また、ミャンマー農業サ

ービスを設置。通常の作物について年次農業統計を作成し、国家計画用に提出している。(Tin 局長) 
 

 (2) 耕作経費調査(Cost of Cultivation)について 
・ 農業計画局は、定期的な耕作経費調査は実施していないが、不定期の調査を実施しており、耕作経

費についての情報を有している。また、UNDPとFAOの協力により、農業セクター研究(Agriculture  
Sector Review)を実施したが、その中でも農業生産コストを含めている。また、ミャンマー経済構

造調整政策支援調査でも、農村経済の定期的調査（Regular survey of rural economy）が提言され

ており、それを実施している。（Tin 局長） 
・ CSO への協力における耕作経費調査は、一回の調査への協力なのか、定期的に調査を実施するよ

うにする継続的なメカニズムに対する協力なのか。ミャンマーには 60 種類以上の作物があり、非

常に多様であるので、現状では全国平均の耕作経費を計算しているが、これらの耕作経費を定期

的・継続的に調査するようなビルトインのメカニズムへの協力のほうが、ミャンマー政府にとって

は重要である。（Tin 局長） 
→今回の調査の目的は、(プロジェクトの内容の確定に必要な)情報を集めることであり、定期的な

耕作経費調査のメカニズムへの協力については、調査団内、CSO とも検討が必要である。いずれ

にしても、(農業省と CSO で同様の調査を)重複して実施(duplicate)することだけは避けなければな

らない。（本多団長） 
・ (農業灌漑省の)それぞれの部局は作物ごとの耕作経費調査を実施しており、データを保有している。

これらを定期的に実施するシステム、年間計画（systematic calendar）がない。（Tin 局長） 
・ 農業作物の耕作経費は国民経済計算のための重要な分野の一つである。一方、資金が十分にある農

民(resource-rich farmers)と資金が不足している農民(resource-poor farmers)では（同じ作物を耕

作しても）経費が異なる。また、耕作技術の違いによる差異や、地域的差異(regional variation)も
ある。また、作物にも複数の品種があり、米でもモンスーン米と夏米、水稲、陸稲等、６～７種類

ある。これらをシステマティックに調査するような制度にすることが必要。（Tin 局長、Kyi 副課長） 
・ 耕作経費については一般に公表しているのか。農業灌漑省のホームページに耕作経費が掲載されて
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いないのはなぜか。(本多団長) 
→耕作経費については 2003 年までは公表していないが、（年次農業統計の）2004 年版には耕作経

費を載せることを検討している。またホームページに関しては、これまでは耕作経費に対する関心

が低かったので掲載していなかったが、今後掲載を検討する予定。（Tin 局長） 
 

(3) 2003 年の農業センサスについて 
・ 2003 年の農業センサスについては、(本格的な資金協力はドナーからは受けず)FAO から若干の技

術的支援を受けて、ミャンマー政府が独自に実施した。調査は終了し、現在集計を実施しているが、

農業センサスの結果を出すために、JICA からの補完的協力を期待している。（Tin 局長） 
・ ミャンマーではこれまで 3 回の農業センサスを実施しており、第 1 回は 1953/1954 年に実施され、

第 2回は 1993年にFAOの協力を得て実施された。第 3回目の 2003年の農業センサスは、約 52,000
の農村を対象に、１つの listing form と 4 つの質問表を使用して実施。世帯リスト（Listing of 
Household）は Sampling frame としても使用した。これまでに調査は終了し、質問表全体の 20％
について集計を終了した。集計には 200 台のコンピュータが必要であるが、農業灌漑省では 150
台のコンピュータで集計を実施している。ミャンマーでは統計技術が不足しているので、統計面で

の技術支援が必要。また、2003 年農業センサスの(集計、分析、結果公表の)プロセスをスピードア

ップし、2013 年に実施予定の次回農業センサスの準備を行うためにも、技術支援は必要である。

（Saw 副課長） 
 

以 上 
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資料９．第一工業省・商業省協議メモ 
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ミャンマー国中央統計局能力強化計画第一次事前評価調査第一工業省･商業省協議(メモ) 
 
【第一工業省】 
１．日時： 2004 年 12 月 1 日 10:45～11:30 
２．場所： 第一工業省会議室 
３．参加者：第一工業省：Mr. Kyaw Myint(工業局長)、Mr. Soe Myint Gyi(同局課長)、 

Mr. Zaw Myat Win(工業指導検査局課長)、Mr. Kyaw Sein (同局課長)、 
  Dr. Cho Win Maw (ﾐｬﾝﾏｰ食品工業公社部長)、Mr. Thein Win(ﾐｬﾝﾏｰ製紙･化学公社部長)、 
  Mr. Sein Wyne (ﾐｬﾝﾏｰｾﾗﾐｯｸ公社部長)、 

Mr.Thaung Nyunt (ﾐｬﾝﾏｰ総合･維持管理公社部長) 
CSO: Mr. Aung Myint Than 
ミャンマー事務所：Maung Maung Than 所員 
調査団：本多団長、角田団員、富澤団員 

４．内容  
  (1) 第一工業省における統計業務について 
・ 第一工業省は 2 つの局と 6 つの工業公社で構成されている。民間製造業者の登録(registration)を担

当している。（Kyaw 局長） 
・ 工業指導検査局は民間製造業者の事業促進・強化(promote and encourage)を担当。本部はヤンゴ

ン市内にあるが、14 の地方機関をもつ。3 馬力以上の機械を使用している製造業者の登録と毎年の

登録の更新を担当。3 馬力以上の機械を使用している製造業者は新規設立の際、法律で登録が義務

付けられている。2004 年 10 月 30 日現在の登録社数は 42,652 社である。3 馬力以下の機械を使用

している製造業者は Cottage Industry として協同組合省に登録するが、登録は任意である。これ

らの登録データはすべて CSO に送付している。（Zaw Myat Win 課長） 
 

 (2) インフォーマル･セクターについて 
・ ILO がインフォーマル・セクターについての定義とガイドラインを定めているが、(ミャンマーの

GDP を計算するためには)インフォーマル･セクターの実態を把握することは非常に重要であり、追

加的な調査が必要である。（本多団長） 
・ (第一工業省では)インフォーマル･セクターは未登録製造業者のことと解釈している。現在ミャンマ

ーには約 10 万社の製造業者が存在すると想定されているが、既登録業者は 42,652 社であり、全体

の約 40％しか把握できていない。したがって、第一工業省としてもインフォーマル･セクターの調

査が実施されることは好ましい。（Zaw Myat Win 課長） 
・ CSO がインフォーマル･セクター調査を実施する場合には第一工業省も協力する。また、CSO は地

方政府や国家計画・経済開発省計画局の地方組織をデータ収集に使用することができると考える。

（Zaw Myat Win 課長） 
 
(3) ミャンマーの産業分類について 
・ (第一工業省では)基本的に ISIC(International Standard Industrial Classification)に基づいて産

業分類を行っているが、いくつかの製造業は ISIC とは異なるため、ISIC に修正を加えている。例

えば ISIC の製造業分類は 13 であるが、ミャンマーでは 23 の項目がある。（Zaw Myat Win 課長） 
・ ミャンマーの標準産業分類としては 1954 年に BSIC（Burma Standard Industrial Classification）

が規定されているが、それには製造業セクターは７項目ある。多くの途上国は ISIC ver. 3.0 を採用

している。(本多団長) 
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・ ミャンマーの標準産業分類の改訂については標準化のための機関(Standardization body)が設立さ

れており、すでに改訂版の草案が策定されている。しかしながら、いずれの組織が改訂に責任を持

つのかが不明であるため、まだ最終版は作成されておらず出版もされていない。（Zaw Myat Win
課長） 

・ (標準分類の改訂については)ミャンマー商工会議所連合(Union of Myanmar Federation of 
Chamber of Commerce and Industry: UMFCCI)も関連しているかもしれない。UMFCCI は NGO
である。（Kyaw 局長） 

 
(4) 工業調査(Nationwide Manufacturing Survey（NMS）（旧 ASM）)等について 
・ NMS に関して、第一工業省は必要な情報をすべて CSO に送付している。NMS については、新規

の工業公社や新規のプロジェクトを立ち上げる際に、NMS の分析データは非常に重要である。一

方で NMS 等の CSO のデータにはいくつか不足の部分がある。（Kyaw 局長） 
・ CSO のデータの不足部分の例としては、 

i) 統計年鑑には国営企業のデータしか掲載されておらず、民間企業のデータが記載されていない。

（民間企業が製造業全体の 72%を占めるので民間企業のデータは重要） 
ii) 統計年鑑に卸売物価指数(WPI)が記載されていない。 
iii) 消費者物価指数（CPI）の基準年が 1997 年に設定されているが、生産指数を計算する基準年と

異なっている。(生産高を計算する場合には現在年と基準年の双方の数値を計算している。) 
（Zaw Myat Win 課長） 

・ 日本では 0 で終わる年をすべての指数の計算で使用している。基準年を変更することはそれほど困

難ではないが、調整するための機関(Coordination agency)が必要。(本多団長) 
 

(5) その他 
・ 日本の経済産業省とはかつては関係があり、JICA や OECF から協力を得ていた。現在では関係は

薄くなっている。（Kyaw 局長） 
以 上 

 
【商業省】 
１．日時： 2004 年 12 月 1 日 14:20～14:30 
２．場所： 商業省会議室 
３．参加者：商業省：Mr. Nyunt Aye(貿易局長)、Mr. Mg Mg Aye(同局政策･統計課長)、 

Capt. Zaw Zaw Aung(同局副課長)、Ms. Toh Toh Win(同局スタッフ) 
CSO: Mr. Aung Myint Than 
ミャンマー事務所：Maung Maung Than 所員 
調査団：本多団長、角田団員、富澤団員 

４．内容  
・ 商業省では輸出入の貿易統計の作成、業者への輸出入許可の発行を担当している。インフォーマル･

セクターについては管轄していない。（Nyunt 局長） 
・ ミャンマー農業製品貿易（Myanmar Agriculture Product Trading）という小さな企業があるが、

この企業が米や豆類などの価格の動向については把握している。（Nyunt 局長） 
・ 輸出入業者の登録については登録局が担当。国内業者の登録は各地方政府（municipality and 

township）が実施している。（Nyunt 局長） 
以 上 
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資料 10．ヤンゴン市開発委員会協議メモ 
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ミャンマー国中央統計局能力強化計画第一次事前評価調査 
ヤンゴン市開発委員会協議(メモ) 
 
１．日時： 2004 年 12 月 2 日 16:00～16:40 
２．場所： ヤンゴン市開発委員会(YCDC)総務課長執務室 
３．参加者：YCDC：Mr. Kyaw Min(総務課長）、Mr. Kyaw Kyaw(総務課副課長) 

CSO: Mr. Aung Myint Than 
ミャンマー事務所：Maung Maung Than 所員 
調査団：本多団長、角田団員、富澤団員 

４．内容  
  (1) 業者の登録について 
・ ヤンゴン市内の業者は YCDC に登録することが法律上義務付けられている。YCDC 総務課は食料

関係(ファストフードや喫茶店を含む)のライセンスとそれ以外の小規模業者(理髪店等)のライセン

スの２種類のライセンスを発行している。登録のためには、店舗の面積等の記載事項の記入が必要。

（屋台のように移動する小規模業者は登録の対象外。）（Kyaw 課長） 
・ スーパーマーケット等の登録については、YCDC のマーケット課の管轄である。現在、ヤンゴン市

には 165 のマーケットが登録されており、その規模により第 1 種から第 4 種に分類されている。（例

えば、ボジョ・マーケットは第 1 種に分類される。）（Kyaw 課長） 
・ 業者登録の根拠法規は 1941 年に制定された The City of Rangoon Act である。同法律は 1991 年に

改定されている。同法律を含め関係法規は The Rangoon Municipal Manual にまとめられている。

（Kyaw 課長） 
・ ホテル及び旅館(Inn)は観光省の管轄であるが、ゲストハウスについては YCDC 総務課に登録しな

ければならない。ゲストハウスについては、食料関係やその他小規模業者とは別のライセンスを付

与している。（Kyaw 課長） 
・ 業者登録数については、これらの小規模業者は頻繁に業種を変更（例：食堂→雑貨屋）するので、

正確な業者数を把握するのは困難である。（Kyaw 課長） 
・ 2004 年 11 月 29 日現在の YCDC 総務課登録業者数は、以下のとおり。 

- 食堂関係： 8,417 
- その他小規模業者： 26,364 
- ゲストハウス： 198 
- Boarding house： 152 
- 個人マーケット： 43 
- キャラバン： 60 
- その他の分類： 18 

合計 35,252 
・ 上記食料関係には、喫茶店・コーヒーショップが 3,461 含まれている。喫茶店が食事を出すことも

あり、その場合にはレストランに二重計上されている場合もある。（Kyaw 課長） 
・ 業者登録は毎週月曜日に集計する。（Kyaw 課長） 
 

 (2) YCDC の管轄タウンシップ数、職員数について 
・ ヤンゴン県（Yangon Divisio）には 45 のタウンシップがあるが、YCDC が管轄しているのは 33

のタウンシップであり、残りの 12 のタウンシップは国境地域民族省(Ministry of Progress of 
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Boarder Areas, National Races and Development Affaires)の開発局が管轄している。マンダレー

市開発委員会（MCDC）は 5 タウンシップを管轄している。（Kyaw 課長） 
・ YCDC の職員数は月給を支払っている正規職員の定員が 17,185 名であるが、2004 年 12 月 2 日現

在の現職員数は 14,256 名である。（Kyaw 課長） 
 

以 上 
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資料 11．国家計画・経済開発大臣（ソー・ター大臣）表敬メモ 
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ミャンマー国中央統計局能力強化計画第一次事前評価調査 
国家計画･経済開発大臣表敬(メモ) 
 
１．日時： 2004 年 12 月 3 日 16:50～17:10 
２．場所： 大臣面会室 
３．参加者：国家計画･経済開発省：H.E. U. Soe Tha（大臣） 
      同省計画局：Ms. Than Nwe(局長） 
 同省海外経済関係局(FERD)：Ms. Myo Nwe(局長) 
 同省中央統計局（CSO）：Mr. Shu Kyein（局長） 

ミャンマー事務所：Mr. Maung Maung Than 
調査団：本多団長、角田団員、富澤団員  

４．内容  
・ 冒頭、本多団長よりソー･ター大臣に対し、表敬の機会を与えていただいたこと、ミニッツ署名に

ついて承認をいただいたことについて謝辞を表明。 
・ 調査団としては 1 週間の短い間であったが CSO 及び関係省庁との議論を通じて必要な情報はほと

んど得た。また、自分及び角田団員は昨年ミャンマーで 3 ヶ月専門家として活動したが、それから

の 1 年半で CSO は確実に進歩している。特に、CSO のホームページを立ち上げたこと、

NMS(Nationwide Manufacturing Survey；旧 ASM)を成功裏に実施したこと、また、省内のコン

ピュータネットワークを立ち上げたことがあげられる。（本多団長） 
・ 今回のプロジェクトでは WPI、インフォーマル・セクターを含む家計調査の実施、及び情報処理の

分野で協力する予定である。WPI について CSO は既に卸売物価調査を実施しているが、Index は

計算していない。また、CSO は既に家計調査の経験があるので、これにインフォーマル・セクタ

ーを組み込むことを考えている。情報処理についてもいくつかの分野は改善できると考えている。

（本多団長） 
・ 今後の CSO の課題としては、中期計画を作成すること及び地方組織を設置することの 2 点があげ

られる。（本多団長） 
・ 本調査後のステップは何か。(ソー･ター大臣) 
・ カンボジアとミャンマーを比較した場合、最も異なる点は、ミャンマーでは人口センサスが実施さ

れていないことである。当国では 1983 年以降人口センサスが実施されていない。ミャンマーでは

人口センサスは入国管理･人口省が管轄しているが、CSO は集計能力（コンピュータ･ネットワー

クやスタッフ）を持っているので、入国管理･人口省と協力して人口センサスを実施することがで

きると思われる。人口センサスは(ミャンマーにとって)将来の最終的な目標と考えられるが、これ

に向かってステップ・バイ・ステップで進んでいることが必要である。（本多団長） 
・ 関係省庁すべてが統計のデータ処理については CSO に依頼するようになるのが理想像である。現

在は CSO の統計の技術レベル（methodological level）はそれほど高くないが、CSO は統計技術

の向上に努力している。(統計技術についての)研修は非常に重要であり、JICA もその機会を(本プ

ロジェクト等をつうじて)提供している。CSO には取り組まなければならない課題は多いが、これ

らの課題をCSO がステップ･バイ･ステップで解決して行けば、CSO の未来は明るいと考えている。

（本多団長） 
・ プロジェクトが始まるまでの具体的な手続きはどのようなものか。(ソー･ター大臣) 
・ 今回の調査で大臣のご承認をいただいてミニッツが締結できたので、JICA 本部に結果を持ち帰り、

必要な手続きを得て、2005 年 1 月末までに R/D 案を JICA 事務所経由で CSO に提出。ミャンマー
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側での必要な手続きを得て、2005 年３月末までに R/D を署名。その後、専門家の人選等の手続き

を経て 2005 年 6 月にはプロジェクトを開始する予定である。（富澤） 
・ 本プロジェクトが比較的短期間で開始できることは好ましい。自分は前日本大使とどの分野で協力

できるかを検討してきたが、キャパシティ・ビルディングは省にとって重要であり、CSO は最初

の協力例になる。CSO との協力を手始めとして他の分野に(日本との)協力を広げて行くことができ

ると考えている。自分としても必要な支援を行う。CSO が取り組む必要のある課題があれば CSO
に伝えてほしい。その課題に取り組むことにより、CSO の能力はだんだん高まって行くと思われ

る。(ソー･ター大臣) 
・ 昨夜（12/2）夕食会で日本大使にお会いし、調査団の表敬を受けたかとの質問があったが、調査団

が到着したとき、自分は ASEAN 会議でラオスに出張しており、12 月 1 日に帰国したばかりで、

帰国後も非常に多忙で表敬を受けられなかった。本日の調査団の表敬に感謝する。(ソー･ター大臣) 
 

以 上 
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